
【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成21年５月14日

【四半期会計期間】 第28期第１四半期　(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

【会社名】 日本オフィス・システム株式会社

【英訳名】 Nippon Office Systems Limited

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長　　尾﨑　嵩

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋箱崎町36番２号

【電話番号】 03-5649-6201

【事務連絡者氏名】 取締役　執行役員　本社統括担当　　吉田　信二

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋箱崎町36番２号

【電話番号】 03-5649-6201

【事務連絡者氏名】 取締役　執行役員　本社統括担当　　吉田　信二

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所

(東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号)

 

EDINET提出書類

日本オフィス・システム株式会社(E05511)

四半期報告書

 1/22



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期
第１四半期
累計(会計)期間

第27期

会計期間

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成20年
１月１日
至平成20年
12月31日

売上高（千円） 2,619,59311,995,836

経常利益（千円） 86,048 476,718

四半期（当期）純利益（千円） 44,740 268,124

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － －

資本金（千円） 1,177,4431,177,443

発行済株式総数（千株） 2,091 2,091

純資産額（千円） 2,373,2062,391,191

総資産額（千円） 5,036,4835,447,732

１株当たり純資産額（円） 1,135.071,143.67

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 21.40 128.24

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － －

１株当たり配当額（円） － 60.00

自己資本比率（％） 47.1 43.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△206,125 489,669

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△10,470△804,083

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△63,100△145,450

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 1,265,8231,545,519

従業員数（人） 556 569

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

　　　  ２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３. 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

　　　　４. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

  

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人）     556  

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、従業員に対して10％未満であるため、記載しておりません。
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第２【事業の状況】

１【生産、仕入、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　当第１四半期会計期間の生産実績は、次のとおりであります。

区分

 当第１四半期会計期間
（自　平成21年１月１日

　   至　平成21年３月31日） 
金額（千円）

エンタープライズアプリケーション・サービス     538,634

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．金額は、投入原価より販売価格ベースの生産実績を推定したものであります。

（２）仕入実績

　当第１四半期会計期間の仕入実績は、次のとおりであります。

区分

 当第１四半期会計期間
（自　平成21年１月１日

　   至　平成21年３月31日） 
金額（千円）

情報サービス     109,936

 カスタマーエンジニアリング・サービス     109,936

システム販売     457,996

 
ソフトウェア     164,844

ハードウェア     293,152

合計     567,932

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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（３）受注状況

　当第１四半期会計期間における受注状況は、次のとおりであります。

区分

 当第１四半期会計期間
（自　平成21年１月１日

　   至　平成21年３月31日） 
受注高
（千円）

受注残高
（千円）

情報サービス   1,863,9662,419,951

 

エンタープライズアプリケーション・サービス     645,091    683,154

システムエンジニアリング・サービス     214,143    156,190

システムマネージメント・サービス     518,983    962,893

カスタマーエンジニアリング・サービス     485,748    617,713

システム販売     467,293    94,022

 
ソフトウェア     186,890    28,811

ハードウェア     280,403    65,210

合計   2,331,259  2,513,973

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（４）販売実績

　当第１四半期会計期間の販売実績は、次のとおりであります。

区分

 当第１四半期会計期間
（自　平成21年１月１日

　   至　平成21年３月31日） 
金額（千円）

情報サービス     2,085,453

 

エンタープライズアプリケーション・サービス     551,080

システムエンジニアリング・サービス     316,850

システムマネージメント・サービス     726,422

カスタマーエンジニアリング・サービス     491,099

システム販売         534,140

 
ソフトウェア     195,424

ハードウェア     338,715

合計     2,619,593

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

  

３【財政状態及び経営成績の分析】

 

（１）業績の状況  

[経営成績の進捗状況に関する定性的情報等]

　当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融危機と実体経済悪化の悪循環の影響を受け、景気後

退がより鮮明化し、今後の先行きも世界景気や金融・為替市場の動向によっては、さらに下押しする懸念もありま

す。国内ＩＴ市場におきましても、企業収益の大幅な減少を受けてＩＴ投資の抑制傾向が顕在化してまいりまし

た。

　このような状況のもと、当第１四半期会計期間の経営成績は、ＩＴ設備投資抑制の影響を受けたシステム販売事

業の大幅な不振により、会社全体としては減収減益となりましたが、情報サービス事業ではＩＴアウトソーシング

ビジネスの受注拡大と、全社規模での徹底した内製化の促進により増収増益を確保しました。

　売上高は26億19百万円、営業利益は80百万円、経常利益は86百万円、第１四半期純利益は44百万円となりました。

 

[事業分野別状況]

エンタープライズアプリケーション・サービスは、ＥＲＰ関連の受託・運用の展開により売上高は５億51百万

円となり、内製化の推進と開発工程の効率化による原価削減により、売上総利益は１億92百万円となりました。

システムエンジニアリング・サービスは、導入サービスの拡大により、売上高は３億16百万円となり、売上総利

益は１億19百万円となりました。

システムマネージメント・サービスは、ハウジングサービスの伸長により、売上高は７億26百万円となり、売上

総利益は１億79百万円となりました。

カスタマーエンジニアリング・サービスは、市場縮小化の影響を協業ビジネスの拡大で補いきれず売上高は４

億91百万円、売上総利益も１億23百万円となり減収減益となりました。

これらの結果、情報サービス事業全体では、売上高は20億85百万円、売上総利益は６億15百万円となりました。

システム販売事業は、お客様のＩＴ設備投資の小規模化・先送りの顕在化や、価格性能比向上による少額化によ

り売上高は５億34百万円と半減し、売上総利益は60百万円となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

 　当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により使用した資金

が２億６百万円、投資活動により使用した資金が10百万円、財務活動により使用した資金が63百万円となり、当第

１四半期会計期間末の資金は12億65百万円となりました。

当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、使用した資金は２億６百万円となりました。

これは、主に売上債権の減少１億59百万円があったものの仕入債務の減少２億18百万円、前受収益の減少１億80

百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は10百万円となりました。

これは、有形固定資産の取得による支出５百万円、差入保証金の差入れによる支出９百万円、差入保証金の戻入

れによる収入６百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は63百万円となりました。

これは、配当金の支払額63百万円によるものであります。　　

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は特にありませんが、昨年

来の世界的な金融危機に伴う景気悪化をうけ、経営環境や市場動向に一層留意して、環境の変化に合わせて柔軟且

つ着実にビジネスを推進してまいります。

 

（４）研究開発活動

当社は、お客様の業務の変化やご要望に対して柔軟に対応することを可能とし、お客様との長期にわたるパート

ナーシップ構築を目的として、自社アプリケーションコアモジュール（統合基幹業務システム）の開発を行って
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おります。

当第１四半期会計期間におきましては、財務会計コアモジュール、販売コアモジュールの性能向上を中心に、研

究開発活動を行ってまいりました。

なお、当第１四半期会計期間における研究開発活動の金額は、23百万円であります。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

  　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

（２）設備の新設、除却等の計画

  　特記事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,964,000

計 7,964,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在

発行数（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成21年５月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式     2,091,000     2,091,000ジャスダック証券取引所
単元株式数は、100

株であります。

計     2,091,000     2,091,000 － －

  

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

 

 

（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。 

  

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成21年１月１日～

 平成21年３月31日
   － 2,091,000 － 1,177,443 －     325,476

 

 

 

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、直

前の基準日（平成20年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。  

  

①【発行済株式】

平成20年12月31日現在

 区分     株式数（株）     議決権の数（個)  内容

 無議決権株式 　　　　　　　　　 －　                    － －

 議決権制限株式（自己株式等）　　　　　　　　　  － 　　　　　　　　　－ －

 議決権制限株式（その他） 　　　　　　　　　 － 　　　　　　　　　－ －

 完全議決権株式（自己株式等） 普通株式          100　　　　　　　　　－ －

 完全議決権株式（その他） 普通株式　　2,090,700  　　　　　　20,907 －

 単元未満株式 普通株式　　　　　200 　　　　　　　　 －  一単元（100株）未満の株式

 発行済株式総数     　　　　　　2,091,000 　　　　　　　　 － －

 総株主の議決権  　　　　　　　　－ 　　　　　　 20,907 －

  

②【自己株式等】

平成20年12月31日現在

 所有者の氏名

又は名称 
 所有者の住所

 自己名義

所有株式数

（株)

 他人名義

所有株式数

（株）

 所有株式数

の合計

（株）

 発行済株式総数に対

する所有株式数の割合

（％）

 日本オフィス・

 システム株式会社

 中央区日本橋

 箱崎町36番２号
　　　　　100           － 　　　　　100  　　　　　　0.00

 計 －           100          － 　　　　  100  　　　　　　0.00

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
１月

２月 ３月

最高（円）     1,348    1,040    1,280

最低（円）     920     916     940

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

   

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

 

 

EDINET提出書類

日本オフィス・システム株式会社(E05511)

四半期報告書

10/22



第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期累計期間（平成21年１月１日から平成21

年３月31日まで）に係る四半期財務諸表について、あらた監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 765,894 1,545,519

受取手形及び売掛金 1,402,771 1,562,238

有価証券 499,928 －

商品 153,233 167,009

仕掛品 58,084 19,989

その他 298,813 281,341

貸倒引当金 △993 △1,121

流動資産合計 3,177,731 3,574,977

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 544,088 550,946

その他（純額） 348,953 351,035

有形固定資産合計 ※
 893,042

※
 901,981

無形固定資産

ソフトウエア 23,349 26,918

その他 20,111 21,860

無形固定資産合計 43,461 48,779

投資その他の資産

繰延税金資産 462,070 465,598

その他 477,081 473,198

貸倒引当金 △16,902 △16,803

投資その他の資産合計 922,249 921,994

固定資産合計 1,858,752 1,872,755

資産合計 5,036,483 5,447,732

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 699,989 918,738

未払法人税等 86,175 127,710

賞与引当金 159,346 －

役員賞与引当金 3,682 5,369

その他 555,819 834,276

流動負債合計 1,505,014 1,886,096

固定負債

退職給付引当金 1,073,096 1,071,768

役員退職慰労引当金 － 69,547

その他 85,166 29,129

固定負債合計 1,158,262 1,170,445

負債合計 2,663,276 3,056,541
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,177,443 1,177,443

資本剰余金 325,476 325,476

利益剰余金 870,779 888,764

自己株式 △492 △492

株主資本合計 2,373,206 2,391,191

純資産合計 2,373,206 2,391,191

負債純資産合計 5,036,483 5,447,732
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 2,619,593

売上原価 1,944,127

売上総利益 675,466

販売費及び一般管理費 ※
 595,237

営業利益 80,229

営業外収益

受取利息 488

受取手数料 1,256

負ののれん償却額 3,641

雑収入 433

営業外収益合計 5,818

経常利益 86,048

特別損失

固定資産除却損 31

賃貸借契約解約損 1,871

特別損失合計 1,903

税引前四半期純利益 84,144

法人税、住民税及び事業税 79,565

法人税等調整額 △40,160

法人税等合計 39,404

四半期純利益 44,740
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 84,144

減価償却費 13,624

のれん償却額 1,749

負ののれん償却額 △3,641

貸倒引当金の増減額（△は減少） △28

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,328

受取利息及び受取配当金 △488

売上債権の増減額（△は増加） 159,467

たな卸資産の増減額（△は増加） △24,318

仕入債務の増減額（△は減少） △218,749

未払金の増減額（△は減少） △48,007

前受収益の増減額（△は減少） △180,688

その他 125,854

小計 △89,752

利息及び配当金の受取額 478

法人税等の支払額 △116,852

営業活動によるキャッシュ・フロー △206,125

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,238

その他 △5,231

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,470

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △63,100

財務活動によるキャッシュ・フロー △63,100

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △279,696

現金及び現金同等物の期首残高 1,545,519

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,265,823
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

　会計処理基準に関する事 　項

の変更

(1)「棚卸資産の評価に関する会計基準」　の適用 

　当第１四半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９

号　平成18年７月５日)が適用されたことに伴い、通常の販売目的で保有するたな卸資産

の評価基準については、原価法から原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）に変更しております。

　この変更により、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響額は軽微で

あります。

(2)「リース取引に関する会計基準」の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準

第13号　平成19年３月30日）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号同前）が平成20年４月１日以後開始する事業年度から適用でき

ることとなったことに伴い、当第１四半期会計期間から同会計基準及び適用指針を適用

しております。

　また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法に

ついては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりす。 

　なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引につきましては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

　ただし、当第１四半期会計期間において新たな所有権移転外ファイナンス・リースが

発生しなかったため、損益に与える影響はありません。 
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算

定方法

 　一般債権の貸倒見積高の算定においては、当第１四半期会計期間末の貸倒実績率

が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前事業年度

の決算において算定した貸倒実績率を使用しております。 

２.棚卸資産の評価方法  　当第１四半期会計期間末のたな卸資産の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前

事業年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。

３.繰延税金資産及び繰延税金負

債の算定方法

 　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等及

び一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前事業年度におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっており

ます。

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成21年３月31日）

前事業年度末
（平成20年12月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、350,948千円であ

  ります。 

※　有形固定資産の減価償却累計額は、342,163千円であ

  ります。 

 

（四半期損益計算書関係）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

 ※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　 次のとおりであります。

 　　給与手当　                      190,258千円

　　 賞与引当金繰入額                 55,552千円

　　 役員賞与引当金繰入額              3,682千円

　　 退職給付費用                     10,869千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

 ※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

　 対照表に掲記されている科目の金額との関係  

     　　　　　　　　　　　 （平成21年３月31日現在）

 　  現金及び預金勘定   765,894千円 

 　  有価証券   499,928千円 

 　  現金及び現金同等物   1,265,823千円 
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成21年３月31日）及び当第１四半期累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３

月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

  　普通株式        2,091,000　株 

 

 

２．自己株式の種類及び株式数

  　普通株式           　 190　株

  

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年２月13日

取締役会
普通株式 62,724 30平成20年12月31日平成21年３月12日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間末後となる

もの

  該当事項はありません。

 

 

（有価証券関係）

当第１四半期会計期間末（平成21年３月31日）

 　満期保有目的の債券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日

に比べて著しい変動が認められます。

 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 
四半期貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

　(1)　国債・地方債等 　499,928 　499,940 　11

　(2)　社債 　－ 　－ 　－

　(3)　その他 　－ 　－ 　－

合計 　499,928 　499,940 　11

 

 

（デリバティブ取引関係）

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。

 

  

（持分法損益等）

 該当事項はありません。 

 

 

（ストック・オプション等関係）

 該当事項はありません。

 

  　  

（企業結合等関係）

 該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成21年３月31日）

前事業年度末
（平成20年12月31日）

１株当たり純資産額             1,135.07円 １株当たり純資産額 1,143.67円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 21.40円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。 

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
当第１四半期累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

四半期純利益（千円）     44,740

普通株主に帰属しない金額（千円）     －

普通株式に係る四半期純利益（千円）     44,740

期中平均株式数（千株）     2,090

 

 

（重要な後発事象）

当第１四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

 該当事項はありません。

 

 

 

 

（リース取引関係）

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりますが、当第１四半期におけるリース取引残高は

前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

 

 

２【その他】

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　  該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月13日

日本オフィス・システム株式会社

取締役会　御中
 

あらた監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小沢　直靖　　

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本オフィス・シス

テム株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの第28期事業年度の第１四半期累計期間（平成21年１月１日

から平成21年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本オフィス・システム株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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